







































































表 1 原油生産量の推移 (千B/D)
1965年
∪SA             9,014
丁otal North Arnerica   10,296
1970年1975年1980年1985年
11,297 1 ,008 10,170 10,580
13,257 12,549 14,063 15,304
1990年1995年2000年
8,914  8,322  7,733




丁otal S.&Cent.Arrlerica  4,334  4,829  3,698  3,747  3,720  4,507  5,782  6,813  6,897  6,881
丁otal Europe(&ELraSia   5,648  7,980 10,992 15,086 16,438 16,099 13,822 14,943 17,533 17,563
3,818  4,268  4,343
2,614  1,833  1,999
2,206  2,643  2,704
855  1,045  1,133
9,491 11,114 10,859
2,626  2,751  2,969













233   363
2,219  3,851
282   762





4 7   476
7,2 6 10,270
1,696  1,745
62    55
19,733 18,882
2,205  3,270  3,744
1,425  2,149   530
1,127   964  2,130
315   434   46
3,6 1  7,105  9,145
1,260  2,283  2,362
0    52    52
10,645 17,540 20,239
丁otal Africa 2,240  6,112  5,047  6,225  5,433  6,725  7,112  7,830  9,846  9,990
丁otal Asia Pacific         898  1,979  3,806  4,943  5,928  6,743  7,380  7,928  7,926  7,941
丁C)丁AL WORLD       31,803 48,061 55,825 62,946 57,469 65,470 68,125 75,033 81,250 81,663
アメリカのシェア   28.3% 23.5% 17.9% 16.2% 18.4% 13.6% 12.2% 10.3% 8.5% 8.4%













































































































































日間が430万B/D、91日～ 120日間が最大 320万B/D、121日～ 150日
が最大 130万B/Dという取 り崩し計画が策定されている。現実に現在消費
されている 1日の石油量と原油生産量とのギャップは2055年で約 1300万
バレルであるが、その差を全て備蓄で充当する必要に陥る可能性は低いから
このような取り崩し計画が成り立つ。
6.おわ りに
近年注目されているのは 「オイル・ピーク論」である。これは 1956年に
アメリカの地球物理学者ハバー ト(1903～1989)によって主張された「1970
年にはアメリカ48州の石油生産量はピークを迎え、その後減退する」とい
う理論である。当初は反論・批判を受けたものであるが現実に 1970年が過
ぎ2007年の現在、彼の説は正しかったことになる。ピーク論は単にアメリ
カの生産量のピークについての理論ではなく、石油資源の寿命について多く
の場で議論する機会をもたらしたことで有意義である。アメリカの石油資源
についてはBP統計では可採年数があと十年程度とされているわけであり、
いずれにせアメリカにとって今後の石油資源の確保は最重要事項であること
にかわりははヽヽ。
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アメリカの石油事情
米国エネルギー局のEIA(Energy lnformation Administration)が明らか
にした2007年9月の短期予測 によると、2005-2006、2006-2007、
2007-2008のGDP成長率 (実績および予測)をそれぞれ 2.9%、1.9%、
2。4%としている。その予測の下で、輸入原油価格は2005年48.90ドル、
2006年59.01ドル、2007年63.67ドル、2008年68.17ドルとしている。
それぞれの前年比は 20。7%、 7.9%、7.1%となる。原油価格が直実に上昇する
という予測は極めて自然であるが、価格の上昇+輸入量の増加を伴う二重の
圧力が米経済を襲うことになる。
そのような状況がアメリカの世界戦略に反映されるのは当然であろう。イ
ラク問題を石油の視点からみると、アメリカがイラクとの戦争に踏切った理
由は極めて明解である2。 世界最大の大量破壊兵器所有国アメリカがイラク
の大量破壊兵器の有無にクレームをつける権利はない。またアメリカがイラ
クに民主化をもたらさなければならない使命を誰が与えたわけではない。ま
して、イラクにフセイン時代より劣悪な社会環境をもたらせたのはアメリカ
である。イラクの石油に手を伸ば したことと同じことが過去にも行われた。
1951年のイラン石油国有化のあと、アメリカはイラン石油コンソーシアム
を結成して、それまで足場のなかったイランに参入した。そのために、アメ
リカのCIAは当時のモサデク首相を失脚させるためにアジャックス作戦を
構築してクーデターを成功に導いた。アメリカの石油事情を直視するとき、
今後の世界の石油資源を巡り、次にアメリカが手を伸ばすのはイランだけで
はなく民主化が遅れているサウジアラビアを初めとした湾岸産油国である。
2 島敏夫 「イラク問題一石油の視点から」福山大学経済学論集第27巻第2号(2003年月)
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